
令和６年度 

子ども居場所づくり総合支援事業補助金募集要項 

 

 

１．目的 

全ての子どもが安心して自分らしく過ごすことができる子どもの居場所づくりを総合的

に推進するため、本市において新たに子どもの居場所を開設する団体や既に子どもの居場

所を運営している団体を支援するために予算の範囲内で補助金を交付するものです。 

 

２．用語の意義 

  当事業における子どもの居場所とは、食事の提供や学習の支援、多世代交流・体験活動等

を通して、孤立や孤食を防止し、子どもが安心して自分らしく過ごすことができる場所とし、

具体的には下記の取組とします。 

 

子ども食堂 無料又は低額で食事を提供する活動を定期的に行うことにより、子ど

もに地域で安心して過ごすことのできる居場所を提供する取組 

学習支援活動 児童の学習支援を通じた居場所づくりを自主的に実施し、当該児童の

基礎学力の定着を支援する取組 

多世代交流・体験

活動 

子どもたちが学年の異なる児童・生徒や大人たちと一緒に遊び、様々

な体験を通して交流、つながりを深める取組 

相談支援活動 子ども・子育て相談等を通して子どもの異変や抱える問題について気

づき、行政等の支援機関につなぐ取組 

 

３．補助対象となる団体 

   当該事業の趣旨を理解し次に掲げる要件を全て満たす法人その他の団体とします。 

(1) 子どもの居場所を１年以上継続して実施する意思及び能力を有すると認められること。 

(2) 市内に活動拠点を有し、団体又はその構成員において子どもの居場所づくりに関する

活動実績があること。（開設の場合を除く。） 

(3) 組織及び運営に関する事項を定めた会則、規約等があること。 

(4) 政治的又は宗教的な活動を目的とする団体でないこと 

(5) 活動内容が公序良俗に反しないこと 

(6) 金沢市暴力団排除条例（平成 24年条例第２号）第２条第１項に規定する暴力団又は同 

条第３号に規定する暴力団員の統制の下にある団体でないこと 

(7) 本市の市税に滞納がないこと 



４．補助対象となる事業 

補助対象者が実施する、子ども食堂、学習支援活動、多世代交流・体験活動、相談支援活

動等の子どもの居場所づくりに係る事業であって、次に掲げる全ての要件を満たすものと

します。 

(1) 相談機関、学校、放課後児童クラブ等との連携を図り、支援が必要な子ども又は家庭の

把握に努めること。 

(2) 支援が必要な子ども又は家庭を発見した場合に、本市や関係機関と連携して適切な対

応を図ること。 

(3) 金沢こども応援ネットワーク（下記参照）に加入し、市の主催する会議や研修等への参

加及び関係団体等と連携すること。ただし、新規で事業を開始する場合は、事業を開始し

た年度の末までに金沢こども応援ネットワークに加入すること 

(4) 常駐できる責任者を配置するとともに、当該責任者とは別に、活動の補助等ができるス

タッフを 1名以上配置できる体制とすること 

(5) 月１回以上かつ１回当たり２時間以上実施すること。 

（やむをえない事情がある場合を除く。） 

(6) 事故等に備えて傷害保険、損害保険等に加入すること 

(7) 運営にあたり食品衛生法、消防法等の関係法令を遵守すること 

(8) 営利を目的とした事業及び政治的活動又は宗教的活動を目的とした事業でないこと。

ただし、食材等の実費相当額を徴収することは可とする 

(9) 利用者情報は、個人情報保護法等により適切に管理すること 

 

金沢こども応援ネットワークとは 

子どもの生活を支援する活動を行っている団体等が団体同士の交流を持ち、支援情報の

発信への協力、情報交換等を行うことにより、地域から確実に支援をつなげていく体制を

構築するため形成したネットワークです。 

 金沢こども応援ネットワーク    検索  

 

 

５．補助対象期間  

   補助対象期間は申請の翌月以降、同一年度内の活動を対象とします。ただし４月中に申請

書を提出した場合は、４月１日以後の活動を対象とします。 

 

６．補助内容及び補助上限額 

補助金の対象となる経費、補助率及び補助限度額は、別表に掲げるとおりとします。 

なお、本補助事業の対象経費と重複して、国、県又は市等の補助金の交付を受けることは

認められませんので、ご留意ください。 



別表（第５条関係） 

新
規
開
設
等
経
費 

区分 補助対象経費 補助率・補助限

度額 

子どもの居場所 (1) 消耗品費 

(2) 備品購入費 

(3) 飲食店営業の許可に係る手数料

及び食品衛生責任者講習会の受講

に要する費用 

(4) その他市長が必要と認めるもの。

ただし、賃金、謝金、旅費、食材費

等恒常的に運営に要する経費を除

く。 

補助対象経費の

４分の３以内の

額とし、その額

は、100,000円を

越えないものと

する。 

 子ども食堂及び学

習支援活動 

補助対象経費の

４分の３以内の

額とし、その額

は、 

200,000 円を越

えないものとす

る。 

運

営

費 

月１回開催 (1) 賃金（事業に係るアルバイトの給

料等をいい、団体の恒常的な人件費

を除く。）。ただし、賃金の合計額は、

対象経費の２分の１以内とする。 

(2) 報償費（諸謝金） 

(3) 旅費 

(4) 需用費（光熱水費、消耗品費、燃

料費、食材費、修繕料及び印刷製本

費をいう。ただし、食材費の補助は

子ども食堂に限る。また、食材費の

合計額は対象経費の４分の１以内

（月１回開催の場合のみ、対象経費

の２分の１以内）とする。） 

(5) 役務費（郵送料、通信運搬費、保

険料、広報費、手数料、筆耕料その

他の役務費をいう。） 

(6) 委託費 

(7) 使用料及び賃借料 

(8) 備品購入費  

(9) その他市長が必要と認めるもの 

補助対象経費の

合計額とし、そ

の額は、100,000

円を超えないも

のものとする。 

月２回開催 補助対象経費の

合計額とし、そ

の額は、200,000

円を超えないも

のとする。 

月３回開催 補助対象経費の

合計額とし、そ

の額は、300,000

円を超えないも

のとする。 

月４回開催 補助対象経費の

合計額とし、そ

の額は、400,000

円を超えないも

のとする。 

月５回以上開催 補助対象経費の

合計額とし、そ

の額は、500,000

円を超えないも

のとする。 



備考 

１ 補助対象経費について、当該事業に係るものであると明確に判断できるもの以外は対

象外とする。 

２ 開設経費に係る補助金の交付は、１団体につき１回限りとする。 

３ 開設経費に係る補助金は、当該補助金の交付決定を受けた年度中に子ども食堂等を開

設する予定のものに限り、交付の対象とする。 

４ 運営経費に係る補助金の交付は、１団体につき１年度当たり１回とし、補助金の交付額

は、申請日の属する月以降の事業実施月数による月割計算で限度額を定める。ただし、

各月１日の申請は、申請月を含んで計算するものとする。 

５ 運営費に係る開催回数は、月内に子ども食堂、学習支援活動、多世代交流・体験活動、

相談支援活動等の子どもの居場所づくりを実施した回数の合計とする。 

６ 補助金の額に 1,000円未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとする。 

 

７．交付申請 

(1) 申請の際には、以下の書類の提出が必要になります。申請書類一式をメール、郵便又は

持参により提出してください。 

① 補助金交付申請書（様式第１号） 

② 事業実施計画書（別紙１） 

③ 補助事業の経費配分（別紙２－１） 

④ 収支予算書（別紙２－２） 

⑤ 資金計画書 

⑥ 見積書（※提出を求める場合があります） 

⑦ 同意書（滞納市税がないことの確認） 

⑧ 会員名簿 

⑨ 団体等の規則・会則又はこれらに準じるもの 

⑩ 金沢こども応援ネットワーク参加申込書（※未加入の場合） 

(2) 受付後に追加資料の提出及び電話等による記載内容の確認を行うことがあります。 

  申請書類の控えを必ず保管してください。  

(3) 申請書類は、金沢市ホームページよりダウンロードできます。 

  金沢市居場所づくり総合支援事業 検索 

(4) 申請は下記の URLから電子申請をご利用ください  

https://ttzk.graffer.jp/city-kanazawa 

(5) 補助金は、補助金額決定後に概算払で支払います。 

交付申請時に資金計画書を提出してください。 

  

８．結果通知及び補助金の交付 

(1) 審査した結果を書面にて通知します。 

(2) 補助金額は、申請額よりも少なくなる場合があります。 



(3) 予算の範囲内での交付となります。 

(4) 審査結果に関わらず、申請書類は返却いたしません。 

９．事業実績報告書の提出 

(1) 実績報告（決算見込額） 

   １月末までの実績について、令和７年２月５日（水）までに、次ページの書類の提出をお  

願いいたします。１月末時点で、「３．補助対象となる団体」及び「４．補助対象となる事 

業」に定める要件を満たさなかった場合や、経費の変更が明らかな場合は、令和７年２月５

日（水）までに補助事業の変更承認申請手続きをお願いいたします。 

① 事業実績報告書（様式第４号） 

② 補助事業の経費の配分（別紙１－１） 

③ 収支決算書（別紙１－２） 

④ 領収書（レシート可） 

     ※領収証は「日付（補助対象期間内）」、「宛名（申請団体名）」、「品名もしくは摘要欄」 

      が必要です。補助対象期間外の場合や、宛名や品名がなく、何を購入したか分から 

ない場合は補助対象経費として認められません。 

     ※コピーを取る場合は、Ａ４サイズで費目ごとに貼り付けをお願いいたします。 

     ※長いレシートの場合は、全ての品名が写るようにコピーしてください。 

     

 ＜領収証の例＞ 

 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 補助事業の変更・中止・廃止 

補助事業の内容の変更又は補助事業に要する経費の配分の変更をする場合、もしくは事

業を中止し又は廃止する場合は、速やかに以下の書類を提出すること。 

   ① 補助事業(／変更／中止／廃止／)承認申請書 

   ② 補助事業の経費配分（別紙２－１） 

   ③ 収支予算書（別紙２－２） 

領 収 書 

令和６年〇月△日 

〇〇こども食堂 様 

￥３，５００‐ 
上記金額正に領収しました 
但し、会場使用料として 

      〇〇〇会館 印 

      金沢市〇〇〇１丁目２―３ 

 

補助対象期間内の日付 申請団体名を正確に記入 

「上様」は不可 

但し書きは、品名が分かる

ように記入してください 

「お品代」は不可 



 

 

(3) 実績報告 

決算時に、以下の書類の提出が必要になります。事業完了後、速やかに提出をお願いしま

す。これらを確認し、「３．補助対象となる団体」及び「４．補助対象となる事業」に定め

る要件を満たさなかった場合などは、補助金の返納が必要となります。また、補助金額が実

際の支出額を超えた場合、超過額を返納していただきます。 

なお、収支決算に係る資料は領収書等を含め５年間（令和 12年 3月末まで）保管してく

ださい。 

① 補助事業実績報告書（様式第４号） 

② 補助事業の経費の配分（別紙１－１） 

③ 収支決算書（別紙１－２） 

④ 領収書（レシート可） 

   ⑤ 活動報告書（別紙２） 

⑥ 活動内容に関する資料（写真やチラシ等） 

    ⑦ 金沢こども応援ネットワーク参加申込書（※新規に事業を行う団体の場合） 

 

【提出〆切】 

事業完了後 15日以内 (できる限り速やかに提出をお願いいたします) 

令和７年 3月 31日以降に事業を終了する場合は、作成できた書類から確認 

いたしますので、速やかに提出をお願いいたします。 

※実績報告は決算見込、実績報告ともに電子申請を予定しています。 

 

10．個人情報 

   募集に際し取得する個人情報は、審査、結果報告、補助金送金、事業報告、その他本補助

事業に関する事務手続に利用します。また、補助決定した場合は、市のホームページにて子

どもの居場所づくり総合支援事業実施団体として掲載します。 

 

≪問い合わせ先・提出先≫ 

                    金沢市こども未来局子育て支援課 

  担当 荒木 

                    〒920-8577 金沢市広坂１丁目 1番１号  

 電 話：076（220）2285 

（９：00～17：45 土日祝日を除く） 

                  ＦＡＸ：076（220）2360 

                  メール：kosodate@city.kanazawa.lg.jp 


